
居住者

住環境事業者

視点 目標(対象) 基本的な施策

居
住
者

【１】 安定した暮らしにつながる
住まいの確保

【２】 子育てしやすく、住み続けられる
暮らしの実現

【３】 多様でいきいきと暮らせる
住生活の実現

防
災
・
ま
ち
づ
く
り

【４】 安全安心で災害に強い
住生活の実現

【５】 持続可能でにぎわいのある
住環境の形成

【６】 つながりと生きがいを創出できる
地域コミュニティの形成

住
宅
ス
ト
ッ
ク

・
事
業
者

【７】 脱炭素社会の実現に向けた
持続可能で豊かに暮らせる
良質な住宅ストックの形成・循環

【８】 地域の活性化につながる
空き家の解消

【９】 活力ある住生活関連産業の振興

第２章 住生活を取り巻く現状と課題 第３章 住生活の理想像

第４章 目標と施策の展開 第５章 施策の推進方針

第１章 計画の目的等

【H30年度北海道胆振東部地震 被害状況写真】

【年齢区分の人口の推移・将来推計（北海道）】
出典：「国勢調査」、「都道府県の将来推計人口(H30年推計)」

老齢人口の構成比増32.5%

40.9%

【人口推計（市町村別）】
出典：「 H27年国勢調査」、「地域別の将来推計人口(H30年推計)」

H27年(2015年) R27年(2045年)

人口3千人未満の市町村が、H27年と比較し、
R27年には約2.7倍に増加

：人口１万人以上
：人口３千人～１万人未満
：人口３千人未満

【空き家戸数(種類別)の推移（北海道）】
出典：「平成30年住宅・土地統計調査」（総務省）

第６章 公営住宅の役割と供給 第７章 計画の推進方策

→次項へ

→次項へ

住宅ストック 住環境・地域コミュニティ

多様な居住者住宅供給

居住支援

事前の備え

復興居住者

災害対応

事業者

住宅ストック

【概要版】 北海道住生活基本計画



要支援世帯

104,000世帯

要支援世帯に対応可能な住宅

104,000戸

要支援世帯（10年間の推計）

既存公営住宅の建替等により
転居する世帯

公営住宅の供給の目標量

公営住宅以外の活用する住宅

23,000戸

81,000戸

公営住宅の供給の目標量 成果指標

住
宅
供
給

97,000世帯

7,000世帯


